金沢市外郭団体のあり方検討会設置要綱
（平成24年６月８日決裁）
　改正　平成25年４月１日決裁
（目的及び設置）
第１条　本市は、外郭団体の自主性及び自立性を高めるとともに、より良いサービスを市民に提供するための効率的な運営及びマネジメントの強化等の方策並びに外郭団体の中長期的なあり方を検討するため、金沢市外郭団体のあり方検討会（以下「検討会」という。）を設置する。
（用語の意義）
第２条　この要綱において、「外郭団体」とは、本市が資本金、基本金その他これらに準ずるものの４分の１以上を出資する法人（他の地方公共団体が当該法人の運営に主体的に関与していると認められる法人を除く。）又は職員を派遣している団体のうち、本市と人的及び財政的に、又は業務内容等において特に本市の行政運営に密接な関連のある事業を実施する法人で、別表に掲げるものとする。
（所掌事務）
第３条　検討会は、次に掲げる事項について調査審議する。
(1) 外郭団体の自主性及び自立性を高めるための効率的な運営及びマネジメントの強化等の方策に関する事項
(2) 外郭団体の中長期的なあり方に関する事項
(3) 前２号に掲げるもののほか、第１条の目的を達成するために必要な事項
（組織）
第４条　検討会は、委員５名以内で組織する。

２　委員は、知識経験を有する者、関係団体を代表する者及び本市の職員のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。

３　委員の任期は、委嘱又は任命の日から平成26年３月31日までとする。

（座長）
第５条　検討会に座長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２　座長は、会務を総理し、検討会を代表する。

３　座長に事故があるときは、座長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。
（会議）
第６条　検討会の会議は、座長が必要に応じて招集し、座長が議長となる。
　（関係者の出席）

第７条　座長は、必要があると認めるときは、議事に関係のある者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。

（庶務）
第８条　検討会の庶務は、総務局行政経営課において処理する。
（雑則）
第９条　この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が検討会に諮って定める。

　　　附　則

この要綱は、平成26年３月31日限り、その効力を失う。

別表（第２条関係）
公益財団法人金沢国際交流財団　公益財団法人金沢芸術創造財団　公益財団法人金沢文化振興財団　公益社団法人金沢職人大学校　金沢市土地開発公社　株式会社金沢商業活性化センター　公益財団法人金沢勤労者福祉サービスセンター　公益社団法人金沢ボランティア大学校　公益財団法人金沢市スポーツ事業団　公益財団法人金沢市福祉サービス公社　公益財団法人金沢総合健康センター　財団法人金沢まちづくり財団　公益財団法人金沢子ども科学財団　公益財団法人金沢市水道サービス公社
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